
部局名：総合政策部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
宮崎県物流強化推

進事業
総合交通課 24,989

本県経済のけん引役である誘致企業等への支援強化などにより、県
内港湾等への荷寄せを促進し、海運・鉄道の大量輸送能力を生かし
た効率的な物流の維持・充実を図る。

24,307

2
地域公共交通ネッ

トワーク最適化支援
事業

総合交通課 10,050
複数市町村にまたがる広域的な地域公共交通ネットワークについ
て、地域の実情に応じて車両の小型化や路線の再構築、利用促進活
動を支援することにより、持続可能なネットワークを確立する。

6,287

3
地域鉄道利用促進

強化支援事業
総合交通課 9,000

ＪＲ九州管内で輸送密度がワースト２位、３位となった吉都線及び
日南線の維持を図るため、沿線の利用促進協議会等が実施する地域
外からの需要を掘り起こし、輸送密度の維持・増加につながるよう
な即効性のある取組を支援するとともに、地域鉄道応援団（仮称）
を募集し、今後の利用促進のあり方等を検討する。

8,625

4
地域公共交通生産

性向上促進事業
総合交通課 9,832

国の貨客混載に関する規制緩和を活用して、生産性向上に取り組む
交通事業者等を支援することにより、将来にわたって持続可能な地
域公共交通網の形成を図る。

9,832

5
地域資源ブランド

強化促進事業
中山間・地
域政策課

9,107

全県的な宝である県内各地の地域資源ブランドについて、関係機関
相互の情報共有を図り、各ブランドが一体となった情報発信や多角
的なブランド活用策を展開することにより、交流人口やインバウン
ドの増加に対応できる体制を構築し、本県の特色や独自性、優位性
を最大限に生かした「世界ブランドのみやざきづくり」を進める。

9,107

6
広げよう！「宮崎ひ

なた生活圏」形成促
進事業

中山間・地
域政策課

26,628
少子高齢化・人口減少が進行する中、地域の実情に応じた住民主体
の新たな取組への支援等を通じ、中山間地域等に安心して住み続け
られる「宮崎ひなた生活圏」づくりを推進する。

26,628

7
祖母・傾・大崩ユネ

スコエコパーク受入
基盤整備支援事業

中山間・地
域政策課

30,000

県内外からの誘客促進のために本県の市・町（延岡市、高千穂町、
日之影町）が実施する受入基盤の整備（ハード事業）を支援し、ユ
ネスコエコパークに対する県民の親しみを深めるとともに、交流人
口の増加による一層の地域振興を図る。

15,000

8
食の魅力発信機能

構築事業
産業政策課 4,000

みやざきフードビジネス振興構想の重点項目に位置づけている
「『食』による観光宮崎の新生」の具体化に向けて、本県を訪れる
観光客やビジネス客が本県の食の魅力を感じるとともに県内各地の
周遊につながる情報発信機能等について、必要な調査・検討を行
う。

3,425

9
産業人財育成・確

保緊急対策事業
産業政策課 8,110

人口減少の抑制と地域や本県産業の振興を図るため、「産業人財育
成・確保のための取組指針」を踏まえ、産学金労官の緊密な連携の
もと、より一歩踏み込んだ緊急対策事業等を展開し、宮崎の将来を
担う産業人財を確保する。

6,682

10
女性の活躍サポー

ト事業

生活・協
働・男女参
画課

6,317

女性の能力が十分に発揮できるよう、キャリアアップや起業等に関
する相談・情報提供を実施するとともに、能力向上や就業継続のた
めの講座等を開催することにより、あらゆる分野における女性の活
躍を推進する。

4,526

11
県立芸術劇場開館

25周年記念事業
みやざき文
化振興課

10,000

メディキット県民文化センター（県立芸術劇場）の開館２５周年を
記念し、２０２０年に本県で開催される国民文化祭のプレイベント
と位置づけた記念事業を実施し、県民に舞台芸術に親しむきっかけ
を提供するとともに、劇場をより身近に感じてもらうための事業を
実施する。

5,000

12
牧水で発信する

「宮崎発！文化の創
造」事業

みやざき文
化振興課

2,000

若山牧水没後９０年の節目の年を迎えるにあたり、牧水をテーマと
した新しい文化活動の形を提案する記念事業を、２０２０年に本県
で開催する国民文化祭のプレイベントとして実施し、本県の重要な
文化資源である牧水の魅力を県内外へ発信するとともに、国民文化
祭の気運醸成を図る。

2,000

13
みやざき文化振興

プラットフォーム構築
推進事業

みやざき文
化振興課

3,348

２０２０年に開催される国民文化祭を契機として、本県文化力の向
上と、その文化を県内外に発信し、魅力ある地域づくりにつなげる
ため、県民の文化活動に対するアドバイスや情報発信、研修事業等
を一元的に行うプラットフォームを構築するための事業に取り組
む。

3,181

14
「みやざきの文化」

発信事業

みやざき文
化振興課 記
紀編さん記
念事業推進
室

4,515
平成２９年９月に包括連携協定を締結した神戸市において、神話や
神楽など本県独自の文化の魅力をＰＲするイベントを開催し、将来
に向け神戸市との文化等を通した市民交流を図っていく。

4,515

15
国民文化祭開催準

備事業
みやざき文
化振興課

32,259
２０２０年の国民文化祭開催に向け、開会式や閉会式等の概要をま
とめた実施計画の策定を行うとともに、本県開催の気運醸成を図る
ための広報活動やプレイベントを実施する。

30,947

平成３０年度当初予算（一般会計）の主な事業の査定状況

資料７資料７



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

16

一人ひとりが考え
る人権が尊重される
みやざきづくり推進事
業

人権同和対
策課

20,879

県民の人権意識の高揚を図るため、県民運動の推進母体である宮崎
県人権啓発推進協議会を中心に、「一人ひとりが尊重され、誰もが
持てる力を発揮し、生き生きと活躍できる社会」づくりに向けた
様々な取組を推進する。

20,366

17
新・電子行政推進

事業
情報政策課 7,490

官民データ活用推進基本法に基づき、県計画を策定するとともに、
計画で展開する電子行政事業推進に必要な基盤の確保・整備を進め
る。

7,314

18 IT調達支援事業 情報政策課 11,000
ＩＴ調達支援の水準の維持・向上と更なるコスト削減を図るため、
現在取り組んでいるＩＴ調達支援業務を見直し、民間の専門的な知
見を活用できる業務についてアウトソーシングする。

11,000

19
次期情報ハイウェ

イ構想策定事業
情報政策課 10,000

現行の宮崎情報ハイウェイ２１が平成３１年度末に契約期間の満了
を迎えることに伴い、次期情報ハイウェイの構築に必要な基本設計
を行う。

10,000



部局名：総務部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
県・市町村連携推

進事業
市町村課 3,120

市町村における行政サービスの安定的かつ効果的な提供を将来にわ
たって維持するため、県と市町村との連携を一層推進するととも
に、市町村間の広域的な連携を支援する。

2,829

2
「わけもんが考え

る未来」選挙啓発事
業

市町村課 4,387
新しく有権者となる世代を中心に選挙啓発を効果的に展開すること
で、若者の政治や選挙に対する意識の向上を図り、投票を通じた政
治参加を促進する。

3,593

3
職員のメンタルヘ

ルスケア総合支援事
業

総務事務セ
ンター

11,253

相談業務など従来から実施しているメンタルヘルス対策に加え、ス
トレスチェックの結果により職場環境の改善が必要と判定された所
属に対する職場環境改善のための研修や、こころの病から復帰する
職員の対応方法を習得するための復帰前職場研修を実施し、メンタ
ルヘルス対策の強化を図る。

11,125

4
防災情報共有シス

テム整備事業
危機管理課 20,070

災害対策本部機能の高度化を図るため、国立研究開発法人防災科学
技術研究所と連携して、最新のＩＣＴ技術や本県独自のひなたＧＩ
Ｓを活用した防災情報共有システムを整備するための調査・設計を
行う。

20,070

5
津波避難に関する

実態調査
危機管理課 7,500

「新・宮崎県地震減災計画」に基づいて進めている津波避難場所の
確保、早期避難率の向上等の取組について、県民の意識や行動の実
態を把握するための調査・分析を行い、より効果的な津波防災対策
の推進を図る。

5,000

6
「消防団に新しい

力を！」事業
消防保安課 9,667

消防団の将来像や課題について団員等が意見交換を行う機会を設け
るとともに、消防団広報誌や団員募集チラシの作成、テレビＣＭな
どにより、消防団の活動を県民に広く紹介し、消防団員の加入促進
を図る。

5,667



部局名：福祉保健部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
「いのちをつなぐ」

「地域で支える」自殺
対策推進事業

福祉保健課 57,260

市町村や関係機関等と一体となった「基盤の強化」から「一次」、
「二次」、「三次」予防の「いのちを支える」取組に加え、地域の
居場所づくりや人材づくりなど、地域福祉の視点も踏まえた「地域
で支える」取組を実施することにより、総合的かつ包括的な自殺対
策を推進する。

52,403

2
「子どもたちの夢・

挑戦」応援事業
福祉保健課 8,046

子どもの将来が生まれ育った環境に左右されないよう、地域におけ
る関係機関のネットワークを構築するとともに、各種支援制度の周
知や、幅広く支援に携わる人材・団体を育成する。

6,546

3
生活困窮世帯の子

どもに対する学習支
援事業

福祉保健課 4,218
貧困の連鎖を防止するため、生活困窮世帯の子どもを対象に、学習
の習慣づけや進路を考えるきっかけづくりなどを含めた総合的な学
習支援を行う。

4,218

4
福祉で働こう！ひ

なたの人材確保推進
事業

福祉保健課 12,726

将来の福祉の担い手として期待される若年層等と本県への移住・Ｕ
ＩＪターン希望者に対し、福祉の仕事の理解を深め、福祉分野への
進路選択や就業を促進することにより、県内の社会福祉事業等従事
者の確保を図る。

9,754

5
生活困窮者家計相

談支援事業
福祉保健課 4,378

生活困窮者が多重債務や税の滞納、収入の不足など家計の問題を解
決し、再びそのような状態にならないよう、家計管理の取組を総合
的に支援することにより、生活の再建を図る。

4,378

6
社会福祉法人改

革・連携支援事業
指導監査・
援護課

31,521

社会福祉法人に対する監査体制や専門家の助言による指導力の強化
などを図るとともに、市町村社会福祉協議会を中心に法人連携ネッ
トワークを構築し、地域住民の福祉ニーズを踏まえた地域貢献の取
組などを支援する。

31,521

7
産科専門医研修資

金貸与事業
医療薬務課 10,800

周産期医療の現場を支え、今後の県内定着が期待される産婦人科専
攻医に対して、研修資金を貸与することにより、県内産科医の育
成・確保に取り組む。

3,600

8
脳卒中連携体制構

築支援事業
医療薬務課 25,710

脳卒中患者の救命率向上及び後遺症軽減を図るため、急性期脳梗塞
に対する血栓溶解療法に係る宮崎大学医学部と県内医療機関等の連
携体制の確立や、脳梗塞症状の啓発を支援する。

25,710

9
国民健康保険特別

会計
国民健康保
険課

115,761,087

平成30年度以降、市町村が保険給付に要する費用の全額を県が市町
村に交付し、交付金に必要な財源の一部は、国保事業費納付金とし
て県が市町村から徴収することになるため、これらの事業に関する
歳入・歳出を管理する国民健康保険特別会計を設置する。

115,761,087

10
訪問看護ステー

ション等設置促進強
化事業

長寿介護課 10,150
新規参入を促進するため、訪問看護ステーション開設時の初期費用
を支援するとともに、空白地域においてモデル事業を実施する。

10,150

11
訪問看護ステー

ション基盤強化事業
長寿介護課 18,000

既存の訪問看護ステーションの基盤を強化するため、訪問看護職員
の新規雇用や育成等に要する経費を支援する。

18,000

12
医療・介護連携推

進事業

長寿介護課
医療・介護
連携推進室

54,041
地域包括ケアシステムの構築に不可欠な医療と介護の専門職種（多
職種）の連携を図るため、ＩＣＴ化の推進や研修会等を実施する。

54,041

13
「みやざき・ひなた

の介護」情報発信事
業

長寿介護課 20,975

県内の介護従事者を安定的に確保するため、将来の担い手たる若者
（小中学生・高校生・大学生・就職活動中の者等）や地域住民に対
し、介護の魅力についての情報発信を行うための様々な取組を行う
ことにより、介護のしごとの理解促進を図る。

19,573

14
自立支援型ケアマ

ネジメント推進事業
長寿介護課 3,692

高齢者の自立支援に繋がる適切な医療系サービスの提供が行われる
よう、介護支援専門員の医療との連携や市町村が実施するケアプラ
ンの点検を支援することにより、介護支援専門員のケアマネジメン
ト力を強化し、介護給付費の適正化を図るとともに、平成30年度に
居宅介護支援事業所の指定権限が移譲される市町村への支援を行
う。

3,692

15
地域のちから・リハ

ビリテーション機能強
化推進事業

長寿介護課
医療・介護
連携推進室

2,720
リハ専門職等の資質の向上、多職種間の連携体制の構築を図ること
で、大規模災害時への備えを踏まえた常時からの体制整備を支援す
る。

2,720

16
権利擁護人材育

成・資質向上支援体
制づくり事業

長寿介護課 10,420

成年後見の担い手として、地域住民の視点で支援を行う「市民後見
人（法人後見支援員）」を育成するとともに、県内市町村社会福祉
協議会による「法人後見」受任体制の構築や広域的な法人後見受任
体制整備を図る市町村による連携検討会の開催、地域住民への成年
後見制度の普及・啓発活動等の取組を支援する。

10,420

17
認知症地域支援体

制整備事業

長寿介護課
医療・介護
連携推進室

6,629

認知症サポート医やかかりつけ医、歯科医師等の研修支援を行うと
ともに、初期集中支援チームや認知症地域支援推進員の活動の推進
を支援することにより、地域における認知症の早期発見・早期対応
の体制を整備する。

6,629



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

18
介護の職場環境改

善促進事業
長寿介護課 5,245

事業所の経営者、管理者等を対象に職場環境改善や離職防止を目的
とした講演会等を開催するとともに、県内各地域の小規模事業者で
構成する連絡協議会において、人事制度・人材育成制度を整備する
ための研修を実施する。

5,245

19
依存症対策総合支

援事業
障がい福祉
課

4,552

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症患者やそのリスクを有す
る者及びその家族等の地域におけるニーズに総合的に対応するた
め、相談窓口の設置と合わせて、検討会等の開催により支援体制の
構築を図る。

3,012

20
障がい者スポーツ

育成強化支援事業
障がい福祉
課

6,546

「２０２０年東京オリンピック・パラリンピック」で活躍できる選
手の育成を図るとともに２０２６年に本県での開催が内々定してい
る「全国障害者スポーツ大会」の成功に向け、開催競技全てに本県
選手団が編成できるよう選手・指導者・チームの育成強化等を行
う。

4,777

21
障がい者在宅就業

支援事業
障がい福祉
課

4,366
通勤が困難な障がい者に対して、在宅での就業を可能とするイン
ターネット等を活用したホームページ作成等の訓練の支援を行うこ
とにより、在宅障がい者の就労支援を図る。

4,366

22
全国障害者芸術・

文化祭開催準備事業
障がい福祉
課

15,760

２０２０年に国民文化祭と一体的に開催される全国障害者芸術・文
化祭に向け、プログラム全体の内容をまとめた実施計画の策定を行
うとともに、障がい者芸術文化活動に取り組むアーティストや団体
の育成を図る。

9,964

23
宿泊施設アクセシ

ビリティ推進事業
障がい福祉
課

26,419

東京オリンピック・パラリンピック等を見据えたキャンプ・合宿等
の受入体制の強化を図るとともに、宿泊施設のバリアフリーよりも
更に一歩進んだアクセシビリティを推進するため、宿泊施設に対す
るセミナーの開催やアクセシビリティ向上に要する改修の支援等を
行う。

26,419

24
対ＥＵ等輸出食肉

の検査体制強化事業
衛生管理課 1,911

本県産牛肉のＥＵへの輸出に備えるため、食肉衛生検査所職員をＥ
Ｕに派遣し、衛生管理状況等を把握するとともに、輸出拡大に対応
するための研修を実施し、関係職員の育成を図る。

1,504

25
動物愛護センター

犬・猫譲渡等推進事
業

衛生管理課 3,461
専門的知識を有する獣医師等により、飼養する動物への健康診断や
治療、しつけ等を行うことで、一層の譲渡推進を図り、殺処分の減
少につなげる。

2,771

26
広域連携推進のた

めの宮崎県水道ビ
ジョン策定事業

衛生管理課 8,500
水道事業の経営基盤強化を目的に市町村区域を越えた広域的な連携
を推進するため、現状分析を踏まえ、将来の県内水道事業が目指す
べき方向性と実現方策を取りまとめた水道ビジョンを策定する。

8,500

27
無産科二次医療圏

分娩取扱施設設備整
備事業

健康増進課 19,469
無産科二次医療圏に新たに開設される分娩取扱施設の設備整備への
助成を実施することにより、産科医療体制の整備を促進し、県民が
地域で安心して出産できる環境の整備を図る。

19,469

28
生涯を通じた予防・

健康づくり推進事業
健康増進課 6,015

ライフステージに応じた事業を展開することで、生涯を通じた生活
習慣病の予防や健康づくりをより効果的に推進し、健康寿命の延伸
を図る。

2,413

29
健康のための生活

習慣定着サポート事
業

健康増進課 10,284

県民一人ひとりが、健康を維持・増進することの重要性を認識し、
具体的行動に移していくため、「食」や「運動」に関する具体的方
法や効果等をわかりやすく提示し、様々なツールを活用した健康に
関する情報提供を行うほか、企業や医療保険者、団体、地域と連携
することで、活動の展開、活性化、定着化を図り、健康長寿社会づ
くりを推進する。

7,417

30
難病・アレルギー

疾患診療ネットワーク
整備事業

健康増進課 1,400
難病及びアレルギー疾患の診療に関する現況調査等を行い、できる
限り正しい診断ができ、診断後はより身近な医療機関で適切な医療
を受けることができるための診療ネットワークの構築を図る。

1,400

31
未来みやざき子育

て県民運動推進事業
こども政策
課

27,397

子どもと子育て家庭を社会全体で応援する「未来みやざき子育て県
民運動」を通して、これから子育て等の主役となる若者層への意識
付けや、「地域」や「企業」における多面的な子育て応援の取組に
対する支援等により、「子どもと子育てを応援することが当たり前
の社会」の実現を図る。

18,818

32
保育士等キャリア

アップ研修事業
こども政策
課

18,144
保育士等の安定的な確保を図るため、給与等の処遇改善の要件であ
る職位や職務内容に応じた研修を実施する。

14,952

33
みやざき結婚サ

ポート事業
こども政策
課

29,983
少子化の大きな要因である未婚化・晩婚化の進行を踏まえ、結婚を
希望する男女に出会いの機会を提供し、お引き合わせをサポートす
ることで成婚カップルの創出を図る。

24,190

34
家庭的養護環境推

進整備事業
こども家庭
課

27,189
宮崎県家庭的養護推進計画に基づき、本体施設の改修やグループ
ホーム（地域小規模児童養護施設）等の整備を実施する社会福祉法
人を支援し、家庭的な養育環境を整備する。

27,189



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

35
児童相談体制機能

強化事業
こども家庭
課

4,603
児童相談所職員や、市町村等関係機関職員の専門性などの向上のた
めに必要な研修を実施し、児童相談体制の強化を図る。

4,603

36
社会的養護自立支

援事業
こども家庭
課

11,878
児童養護施設を退所した児童等の社会的自立を支援するアフターケ
アセンターにおいて、退所前後の児童の生活・就職に関する相談対
応やフォローアップ等を行う。

8,328

37
子ども・若者支援

促進事業
こども家庭
課

12,150

子ども・若者育成支援推進法に基づき、ニート、ひきこもり、不登
校等、社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ども・若者（０歳
～概ね３０歳代まで）への支援を実施することにより、子ども・若
者の自立等の促進を図る。

10,570



部局名：環境森林部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
環境保全普及啓発

推進事業
環境森林課 18,015

　環境保全に関する研修交流会「みやざき環境大学」の開催によ
り、環境教育を担う人材の育成を図るとともに、「県内一斉ノーマ
イカーデー」や環境月間等の普及啓発イベントなどを通じ、県民一
人ひとりの環境保全意識の向上と活動の実践を促進する。

17,883

2
みやざき再生可能

エネルギーづくり推
進事業

環境森林課 2,469
　市町村等による再生可能エネルギー導入計画の策定や導入可能性
調査などの取組を支援する。

1,969

3
宮崎県再生可能エ

ネルギー等計画策定
事業

環境森林課 1,212
　エネルギー情勢の変化や国の方針などを踏まえながら、本県の再
生可能エネルギーの導入を促進していくため、「宮崎県新エネルギ
ービジョン」を発展的に継承した新たな計画を策定する。

1,212

4
水銀排出施設監視

事業
環境管理課 3,251

　水銀排出施設からの排出ガス中の水銀濃度を測定するため、測定
機器を衛生環境研究所に整備し、行政検査を実施する。

3,251

5
美しい「みやざき

の水辺」を未来につ
なぐ啓発事業

環境管理課 3,242
　美しい「みやざきの水辺」を次世代に引き継いでいくため、水環
境の重要性を広く県民に周知することにより、水環境保全活動への
意識を醸成し、実践活動につなげていく。

3,242

6
浄化槽整備事業補

助金
環境管理課 86,369

　合併処理浄化槽の設置に対して補助することにより、生活排水処
理率の向上とともに、河川等公共用水域の水質浄化と県民の生活環
境及び公衆衛生の向上を図る。

86,369

7
産廃処理業者中堅

リーダー育成支援事
業

循 環 社 会
推 進 課

5,631
　産業廃棄物処理業従事者の中堅リーダークラスの育成を支援する
ことにより、産業廃棄物処理業界の人材育成及び技術力向上を図
る。

5,631

8
ポリ塩化ビフェニ

ル安定器掘り起こし
調査事業

循 環 社 会
推 進 課

35,812
　県内のＰＣＢ使用安定器の全数を把握し、処分期限内の処理完了
を促進することにより、県民の健康の保護及び生活環境の保全を図
る。

35,812

9
リサイクル製品認

定制度移行準備事業
循 環 社 会
推 進 課

5,913

　現在、（一社）宮崎県産業廃棄物協会が運営する「宮崎県リサイ
クル製品認定制度」について、より一層のリサイクル製品の利用拡
大を図るために、制度設計を抜本的に見直し、県知事認定制度への
移行に向けた準備作業等を行う。

5,913

10
産業廃棄物税に関

する意識調査事業
循 環 社 会
推 進 課

1,382
　産業廃棄物税導入による廃棄物の排出抑制及びリサイクル促進の
誘導効果の検証と産業廃棄物税基金活用事業を含めた今後の本制度
のあり方を検討するために、意識調査を実施する。

1,382

11
有害鳥獣捕獲促進

総合対策事業
自然環境課 25,326

　市町村の有害鳥獣捕獲班への支援や捕獲班のリーダー等に対する
安全管理及び技術向上に関する研修を実施するとともに、シカ有害
捕獲に助成することにより、捕獲体制の強化を図り適切な捕獲を促
進する。

24,626

12
野生サル生息等調

査事業
自然環境課 1,989

　野生サルの個体数の推定や被害状況の把握等を行い、第二種特定
鳥獣管理計画に基づく個体数管理施策の有効性や実績を点検・評価
するとともに、適正な管理や被害施策について、市町村等へ指導・
助言を行う。

1,989

13 狩猟免許事業 自然環境課 9,030
　狩猟免許取得のための試験等を実施するとともに、狩猟を始める
ために必要な経費の一部を助成することにより狩猟免許の新規取得
を促進し、狩猟や有害鳥獣の捕獲等を担う狩猟者を確保する。

8,841

14
「みやざきの自然

公園」愛護活動推進
事業

自然環境課 1,815

　地域住民等が行う公園清掃・草刈りなどの公園美化活動や自然愛
護活動を支援することにより、県民との協働による自然公園の維持
管理を図り、自然公園を活用した「美しい宮崎づくり」を推進する
とともに、地域住民の連帯意識の醸成などによる地域の活性化を図
る。

1,815

15
国立公園インバウ

ンド受入対策推進強
化事業

自然環境課 4,883
　地元の受入体制を強化するための講習会開催や魅力発信のＰＲ動
画作成等を行う。

3,548

16
優良な伐採事業者

育成対策事業
森林経営課 1,000

　適切なルールに基づく伐採等について、環境に配慮した伐採方法
等を定めた「伐採搬出ガイドライン」の普及啓発活動を支援するこ
とによって、優良な伐採事業者を育成し、山地災害や誤伐等の防止
とともに、着実な再造林を推進する。

533

17
みやざき林業技術

者育成総合対策事業
森林経営課 18,538

　林業就業に必要な免許・資格等の取得研修に加え、低コストで効
率的な森林施業技術や持続的な林業経営等の研修を実施し、本県の
林業生産をリードする人材を総合的に育成する。また、青少年や一
般県民を対象に、森林・林業に関する公開講座を開催する。

16,005

18
みやざき林業大学

校（仮称）開講準備
事業

森林経営課 46,902

　みやざき林業大学校（仮称）の開講に向け、実践的な知識や技術
・技能を習得するために必要な林業機械や機器、車両、備品等を整
備するとともに、民間企業や林業団体と行政が一体となり、人材の
確保・育成・就業・定着を見据えた、一貫したサポート体制を構築
する。

19,481

19
「夏の林業現場働

き方改革」下刈労働
軽減実証事業

森林経営課 3,000
　下刈りの省力化や労働軽減が可能な方法を実証するとともに、そ
の効果を検証し、下刈作業の就労環境改善を図る。

2,710



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

20
優良苗木供給拠点

整備事業
森林経営課 9,107

　花粉症対策苗木など県民のニーズに対応した苗木の確保に向け、
県採穂園の適切な維持管理、民間採取源造成や生産施設の整備支
援、既存採穂園のＤＮＡ分析等により、品種系統の明確な苗木の安
定供給体制の確立を図る。

8,162

21
みやざき林業イノ

ベーション加速化事
業

森林経営課 9,664
　森林施業において、特に機械化が進んでいない下刈等森林作業の
省力化技術や、森林施業を効率化するためのＩＣＴ等最新技術導入
の実証を行い、林業現場における先端技術の実用化を図る。

9,664

22
東京オリパラレガ

シー活用事業
山 村 ・
木材振興課

10,000

　２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会で整備さ
れる「選手村ビレッジプラザ」に県産材を提供し、大会終了後は県
内に持ち帰り、レガシーとして活用する等、国内外から注目される
オリパラの情報発信効果を活用し、県産材利用をＰＲすることによ
り、県産材の新たな需要開拓に繋げる。

10,000

23
県産材出荷拡大プ

ロモーション強化事
業

山 村 ・
木材振興課

9,200

　大都市圏において建材メーカー等に向けたＰＲに加え、内装や家
具などの新たな需要の掘り起こしや、産地の人や暮らし、文化を切
り口としたプロモーション活動を展開することで都市と産地間の新
たなバリューチェーンを構築し、消費者に選ばれる産地を目指すと
ともに、低コストで効率的な輸送システムの構築に向けた調査実証
を行い、県産材出荷の強化を図る。

7,255

24
県産材輸出拡大促

進事業
山 村 ・
木材振興課

16,002

　県産材のさらなる輸出を促進するため、木材製品については、材
料と建築技術をパッケージにした「材工一体」の取組により、韓国
の工務店や設計者などを対象としたセミナー等や設計、施工技術の
向上を図るフォローアップを実施するほか、東アジア諸国における
木材市場の可能性を探る調査及び人脈づくりのための交流活動を展
開するとともに、原木については、低価格による輸出から付加価値
の高い有利な条件価格となる輸出への転換を図る。

13,056

25
日本のひなた林業

みやざき担い手確保
対策事業

山 村 ・
木材振興課

10,537

　林業就業相談会の開催等や新規就業者を採用した林業事業体が負
担する社会保険掛金等への支援、伐採等の技術に優れた個人や労働
安全等の模範となる事業体の表彰等により、就業者の確保と定着を
促進する。

6,037

26
中核認定林業事業

体循環型林業推進事
業

山 村 ・
木材振興課

19,500

　一定量の素材生産を維持しながらも再造林に取り組む林業事業体
を「中核認定林業事業体」として認定し、生産性向上等のための資
格取得や労働強度軽減のための器具の導入等、再造林推進に必要な
事業体の活動支援を通じ、中核認定林業事業体を育成強化し、循環
型林業の確立を図る。

19,500

27
ひなたの乾しいた

け販路拡大・ＰＲ事
業

山 村 ・
木材振興課

10,301
　県産乾しいたけの消費拡大を図るため、県内外における販売促進
活動を実施するほか、海外輸出や有機ＪＡＳ取得に向けた取組を支
援する。

6,468

28
特用林産物等資源

活用推進事業
山 村 ・
木材振興課

1,632

　県産備長炭の生産技術向上や原木の安定供給に向けた取組を支援
するとともに、竹、山菜などの地域資源を活用した商品づくり・販
路開拓の取組を支援することによって、山村地域の所得向上と活性
化を図る。

1,632

29
山の宝を活用した

所得向上支援事業
山 村 ・
木材振興課

4,000
　山村地域に埋もれている特用林産物等の山の宝を発掘し、効果的
に活用することにより、山村地域の所得向上と活性化を図る。

4,000



部局名：商工観光労働部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1

日本商工会議所青
年部第３８回全国大
会日本のひなたみや
ざき大会

商工政策課 5,000
商工会議所の活動の一翼を担う約６,０００人もの青年経済人が一
堂に会する当該大会が本県で初開催されるため、その開催を支援す
る。

5,000

2
第６７回日本青年

会議所全国大会宮崎
大会

商工政策課 5,000
全国各地から約１５,０００人もの参加が見込まれる当該大会が本
県で初開催されるため、その開催を支援する。

5,000

3

みやざき新ビジネ
ス応援プラザ運営・
ネットワーキング支
援事業

商工政策課 3,421

創業意欲があり優れた事業計画を持つ個人起業家やベンチャー企業
を育成するため、低料金で利用できるオフィスを提供するととも
に、県内の創業施設利用者等との業務報告会や意見交換会（ネット
ワーキング）の実施等を支援することにより、新事業の創出を図
る。

3,421

4
スポーツ・ヘルス

ケア産業モデルビジ
ネス支援事業

企業振興課
食品･メディ
カル産業推
進室

10,493

本県の強みである食分野を中心に、スポーツチームが求める商品づ
くりのための様々な「場」を県内事業者に提供すること等により、
「スポーツランドみやざき」の取組を生かした本県ならではのス
ポーツ・ヘルスケア産業の構築を目指す。

10,493

5
ワークライフバラン

ス促進事業
雇用労働政
策課

7,897

女性の就労や仕事と家庭の両立に関する講演会等を開催するととも
に、「仕事と家庭の両立応援宣言」認証制度の普及啓発等を図るこ
とにより、県内企業のワークライフバランス実現に向けた取組を支
援する。

4,916

6
ものづくり技能士育

成事業
雇用労働政
策課

7,106
技能者の不足が懸念されることから、質の高い技能者の確保と技能
継承を図るため、小・中学校等へ技能士を派遣し、技能体験の機会
の提供と若手技能者への技術指導を行う。

5,803

7
先端産業高度化支

援事業
企業立地課 3,000,000

航空機等の先端産業分野における大規模立地企業の新工場建設等に
対し、投資資金の貸付を行うことにより本県産業の高度化や高付加
価値化を図る。

3,000,000

8
観光みやざき未来

創造基金設置事業
観光推進課 2,000,510

観光・交流の飛躍的な拡大が期待される一大イベント等を控え、こ
の好機を逃さず、本県がこれまで築いてきた強みを生かした誘客等
に取り組み、世界から選ばれる「観光みやざき」を実現することを
目的として基金を設置する。

2,000,510

9
交通機関等と連携

した国内誘客対策強
化事業

観光推進課 35,000
交通機関や観光関連産業と連携しながら、「神話」や「食」といっ
た宮崎県が優位性をもつ観光コンテンツについて県外でのプロモー
ションを強化し、本県への更なる誘客を図る。

20,000

10
海外市場誘客促進

ＰＲ事業
観光推進課 16,000

ラグビーワールドカップ２０１９や２０２０東京オリンピック・パ
ラリンピック等、各種国際大会の開催を機に増加が予想される訪日
外国人を本県に誘客するため、欧米豪をはじめとする国等に対し、
各国のメディア等を活用したＰＲ等を実施し、本県の認知度向上を
図る。

8,000

11
東京オリパラ等合

宿・大会誘致受入推
進事業

観光推進課 190,000

東京オリンピック・パラリンピック代表チーム等の事前合宿や、大
規模な大会開催を実現することにより、選手、スタッフはもとよ
り、多くの観客やマスメディアを本県に呼び込み、本県経済の活性
化を図るとともに「スポーツランドみやざき」の更なるブランド力
向上へとつなげる。

187,000

12

「スポーツランド
みやざき」を生かし
たまちづくり推進事
業

観光推進課 64,229

「スポーツランドみやざき」の強みを生かし、キャンプ地以外の周
遊観光等を促進する取組を行うとともに、サイクリング等の「する
スポーツ」をコンテンツにしたスポーツツーリズムの取組等を推進
することにより、「スポーツランドみやざき」を生かしたまちづく
りを実現する。

64,229

13
少年少女国際交流

事業
オールみや
ざき営業課

3,228
韓国等との交流及び国際理解の促進を図るとともに、国際感覚豊か
な人づくりを推進するため、青少年の相互派遣・受入による交流事
業を実施する。

3,228

14
２０１８桃園農業

博覧会出展事業
オールみや
ざき営業課

13,831
桃園農業博覧会に本県ブースを出展し、農畜産物や加工品、観光な
どのＰＲを行い、本県の認知度向上や商取引の拡大を図る。

6,471



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

15
地域輸出グループ

海外展開支援事業
オールみや
ざき営業課

3,000

輸出事業をけん引する県内企業（リーディング企業）と新たに輸出
に取り組む県内企業が一体となった地域輸出グループの形成を促
し、関係機関等と連携してグループでの海外展開を支援することに
より、輸出に取り組む県内企業の裾野を広げるとともに、県産品の
更なる輸出拡大を図る。

3,000

16
首都圏情報発信拠

点機能強化事業
オールみや
ざき営業課

17,518
リニューアルにより機能強化された新宿みやざき館ＫＯＮＮＥを核
に、食をはじめとする宮崎の多彩な魅力を発信し、本県の認知度向
上や需要・販路拡大を図る。

14,538



部局名：農政水産部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
地域が潤う農泊ク

ラスター支援事業
農政企画課 6,200

　農泊（農山漁村滞在型旅行）の魅力向上のため、農家民泊を核と
した地域協議会等が地域内の他の業種と連携して行う取組を支援す
ることにより、農泊のビジネス化と地域の活性化を促進する。

2,500

2
農福連携発！農林

水産業ユニバーサル
化促進事業

農政企画課 4,500
　農山漁村における多様な人材確保のため、農林水産業・福祉関係
者の相互理解や障がい者の参画に向けたマッチング体制などを整備
し、農林水産業のユニバーサル化を促進する。

2,300

3
みやざき農水産業

基礎研究体制強化事
業

農 業 連 携
推 進 課

4,302

　本県農水産業の革新的な技術開発を加速させるため、国の公募型
研究資金への応募に向けた萌芽的研究や本県特有の課題を解決する
研究を行うとともに、これらの先導的な研究を支える人材の計画的
な育成に取り組む。

4,104

4
みやざき輸出対応

力強化推進事業
農 業 連 携
推 進 課

45,210

　香港をはじめとした主要輸出先国・地域への本県農水産物の更な
る輸出拡大を図るため、多品目混載による航空輸送の実証を行うと
ともに、輸出産地づくりの支援や香港事務所を核としたプロモーシ
ョン活動等の展開により輸出対応力を強化する。

41,893

5

「チーム宮崎」で
挑むみやざきブラン
ド総合力発揮支援事
業

農 業 連 携
推 進 課

9,807

　多様化する消費・販売ニーズに対応したマーケットインの取引づ
くりを推進するため、本県の特長ある農畜水産ブランドの強みを相
乗的に発揮できる総合的ブランド対策の強化を図るとともに、日本
一安全・安心な信頼される産地づくりを支援する。

8,453

6
みやざき市場流通

改革加速化事業
農 業 連 携
推 進 課

13,734

　卸売市場の経営体質の強化を図り、県内農業者が安心して出荷で
きる産地市場機能を維持するため、市場間の緊密な連携による低コ
スト輸送対策や市場流通の効率化と併せた大型契約取引づくりを促
進する。

12,500

7
みやざきスマート

農業加速化事業
農 業 経 営
支 援 課

11,000

　県内農業者が有する有用なデータや情報の集約（ビッグデータ化
）とビッグデータの自動分析やＡＩを活用した出荷予測システムの
構築を一体的に進めるとともに、民間企業が有する先進技術とのマ
ッチングや実証を支援し、本県農業におけるスマート農業導入の加
速化を図る。

6,704

8
女性の力でリード

する農山漁村パワー
アップ事業

農 業 経 営
支 援 課

3,000

　女性農業者の視点を生かした作業環境の改善や経営の多角化等の
取組を支援し、女性農業者活躍の「見える化」を行うことで、農山
漁村地域における農業所得の向上や働きやすい環境づくりを推進す
る。

3,000

9
農業大学校を核と

した次世代農業リー
ダー育成強化事業

農 業 経 営
支 援 課

12,509

　「守る農業から攻める農業」へ転換・発展するたくましい実践力
を備えた農業者や技術者を育成し、国際競争を勝ち抜ける産地構造
改革を押し進めるため、魅力ある総合研修拠点を整備し、本県の次
世代農業を担うトップランナー等を育成する。

10,509

10
農業大学校ＧＡＰ

環境整備事業
農 業 経 営
支 援 課

17,800
　農業大学校において、ＧＡＰの実践的教育が可能となるよう生産
物出荷調整施設の整備を行う。

17,600

11
みやざきの農を支

える労働力安定確保
促進事業

農 業 経 営
支 援 課

4,500
　農業経営の規模拡大等に伴い必要となる雇用労力の安定確保を図
るため、産地における周年を通じた雇用調整や労働力融通を行う体
制整備、労務管理の改善等への支援を行う。

2,668

12
最先端技術を活用

した施設園芸産地づ
くり事業

農 業 経 営
支 援 課 、
農産園芸課

45,000

　最先端技術を活かした超多収栽培技術等の普及を図り、新たな施
設園芸産地づくりを推進する。また、こうした産地を担う担い手を
確保・育成するため、本県への就農希望者の発掘から研修、就農及
び就農後定着までの一貫したサポート体制を構築する。

45,000

13
宮崎の農業「強い

産地づくり」対策事
業

農産園芸課 822,033

　農業者はもとより関係機関・団体が緊密な連携を図りながら、産
地の現状分析や課題を整理するとともに、中心的経営体として位置
づけられた担い手等が行う産地の課題解決に向けた施設整備等の取
組を計画的に支援する。

821,098

14
集落で繋ぐ中山間

地域果樹産地支援事
業

農産園芸課 5,000

　中山間地域の果樹産地を維持・発展させていくために、高齢化や
担い手不足に対応した受託作業組織の育成や実需者等のニーズに対
応した品種転換、ビジョンに基づいた果樹版集落営農の取組を推進
する。

4,408

15
新たに挑む！さと

いも日本一産地構築
事業

農産園芸課 6,971
　さといも産地の維持・振興を図るため、地域一体となった疫病対
策を推進するとともに、優良品種系統の選定や新たな栽培技術等の
開発・普及により、日本一産地への再生を図る。

6,274

16
施設園芸高生産技

術推進事業
農産園芸課 15,000

　生産性の高い施設園芸産地の確立に向けて、反収増加等の効果が
確認されている先進技術に必要な機器の導入を支援するとともに、
新たな低コストハウスの設計案について本県への適合性を検証す
る。

11,091

17
水田高度利用産地

育成支援事業
農産園芸課 8,000

　米政策の見直しに対応し、水田農業の持続的発展を図るため、需
要に応じた米の生産や土地利用型高収益作物の導入により、水田の
高度利用と高収益化を進めるとともに、１０年先の水田農業を支え
る担い手の育成を加速化し、本県の水田農業経営モデルを確立す
る。

5,270

18
気候変動に負けな

い「みやざきの花」
安定生産支援事業

農産園芸課 3,700
　本県の施設花きは、近年の温暖化の影響で生産が不安定となって
いることから、温暖化に対応した安定生産技術の導入を推進し、収
量・品質の向上により、花き生産者の経営安定、所得向上を図る。

3,700

19

新たなビジネスを
掴む！「新・みやざ
き茶」産地化推進事
業

農産園芸課 4,501

　他産地との競争に打ち勝つ、より高品質で低コストな粉末茶の産
地化を推進するとともに、みやざき茶推進会議を核とした販路開拓
を強力に進めることで、新たな茶業ビジネスを実現し、県内茶業農
家の所得向上を図る。

3,371



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

20

日本一の県産焼酎
を支える原料用かん
しょ生産拡大支援事
業

農産園芸課 3,902

　好調な県産焼酎の販売に伴う県産原料用かんしょの需要増加に対
応するため、苗生産省力化技術等の開発・実証や育苗施設の整備に
より、既存産地の規模拡大や新規産地の育成を推進し、原料用かん
しょの生産拡大を図る。

2,815

21
「畑地かんがい営

農推進プラン」推進
事業

農村計画課 3,500

　「畑地かんがい営農推進プラン」で設定した「重点推進地区」に
おいて、プラン内容の周知・推進を行うとともに、推進組織の育成
支援と自走式散水機具の体験機会を提供することにより、かんがい
用水の水利用拡大を図る。

1,700

22
機構関連農地整備

事業
農村整備課 63,000

　担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理
機構が借り入れている農地について、農業者の申請・同意・費用負
担によらず、生産基盤を整備する。

63,000

23
攻めの資源利用管

理による儲かる漁業
推進事業

水産政策課 14,484

　資源評価の結果から、資源状況が良好で、種苗放流の効果も高い
とみられるヒラメについて、種苗放流を行うことで持続的利用可能
な資源を造成し、漁業生産量の増大を図る。あわせて、今後の資源
利用管理の手法の幅を広げるため、新たな種苗生産対象種の選定と
技術開発を図る。

7,689

24
うなぎ資源持続的

利用対策事業
水産政策課 59,481

　資源の減少が指摘され、国際取引規制の恐れがあるニホンウナギ
の持続的な利用の確保に向け、国際的な体制の下で国が進めている
資源管理や養殖業の規制管理を適正かつ円滑に進め、生産量全国第
３位の位置にある本県ウナギ養殖業の持続的かつ健全な発展を図
る。

58,080

25
五ヶ瀬川水系アユ

資源回復プロジェク
ト推進事業

水産政策課 12,000
　川・海のアユを守り育てる漁業者の取組や養殖業者の人工産稚ア
ユの導入を支援することで、アユ資源の回復と持続的な資源利用を
実現し、五ヶ瀬川水系流域の経済活性化を図る。

12,000

26
地域ぐるみの漁業

担い手リクルート活
動展開事業

漁村振興課 4,632

　沿岸漁業者自らが実体験に基づく漁業の魅力情報を発信すること
で、沿岸漁業への新規参入を促進するとともに、地域の中核的な漁
業者が主体的に担い手の確保育成に取り組む体制を構築すること
で、新規就業者の経営の安定及び定着を図る。

4,129

27
内水面漁業活性化

計画推進事業
漁村振興課 5,413

　モデル河川において、内水面漁業活性化計画に基づく主要課題毎
に対応した具体的手法を確立するため、内水面関係者の連携体制を
構築するとともにＰＤＣＡによる取組を実践し、県計画の推進を図
る。

3,574

28
“和牛の産地みや

ざき”繁殖基盤強化
対策事業

畜産振興課 7,500
　高齢農家の担い手への継承支援を行うとともに、増頭意欲のある
小規模農家等の規模拡大を支援することにより、本県肉用牛繁殖基
盤の強化を図る。

6,650

29
県産牛肉海外輸出

拡大事業
畜産振興課 7,634

　既に輸出を行っている国において販路拡大の取組を支援するとと
もに、これまで輸出が行われていない国等においても新たな販路開
拓を行うことにより、県産牛肉の更なる輸出拡大を図る。

8,038

30
宮崎牛販売促進対

策事業
畜産振興課 11,789

　県産牛肉販売戦略に基づき、県内及び県外でのターゲットを絞っ
たＰＲ活動を展開し、宮崎牛・県産牛肉のブランド力向上を図る。

11,789

31
第１５回全日本ホ

ルスタイン共進会開
催準備支援事業

畜産振興課 18,176

　２０２０年に開催される第１５回全日本ホルスタイン共進会に出
品する代表候補牛を作出するため、優良な受精卵の導入を推進し、
本県乳用牛群の改良促進を図る。また、大会の審査会場となる都城
地域家畜市場の施設整備や事務局が実施する調査・検討等の開催準
備に係る支援を行う。

17,880

32
ブロイラー生産環

境向上対策事業
畜産振興課 11,604

　野生動物を介した危機事象発生防止に取り組むとともに、飼養衛
生環境の悪化に起因した死亡鶏の防止に対応するための鶏舎の改善
や機器導入への支援を行い、飼養環境を向上させることで、鳥イン
フルエンザの発生防止や生産性向上を実現し、県内のブロイラー産
業の振興を図る。

9,207

33
みやざき地頭鶏総

合支援事業
畜産振興課 15,223

　飼養管理技術指導や研修会等による生産農家の出荷率向上を図る
とともに、消費拡大ＰＲなどにより、「みやざき地頭鶏」の知名度
の更なる向上及び販路拡大を図り、農家の所得向上を図る。

14,589

34

東京オリンピック
・パラリンピックへ
向けた宮崎牛ＰＲ対
策事業

畜産振興課 11,666

　平成３０年１０月に開催される「東京食肉市場まつり」に協賛県
として参画し、首都圏等の消費者、卸売業者等に対する宮崎牛の重
点的なプロモーションを行うことにより、更なるブランド力の強化
を図る。

11,666

35
「日本一宮崎牛」

の更なる発展を目指
す体制強化事業

畜産振興課 169,340
　時代のニーズを捉えた優秀な種雄牛造成や、高能力雌牛群の整備
等、改良への取組を推進し、「宮崎牛」の更なるブランド力の向
上、本県肉用牛の生産基盤の強化を図る。

169,340

36
オレイン酸に着目

した「おいしさ」追
求事業

畜産振興課 3,000
　種雄牛造成につながる高能力基礎雌牛群の「おいしさ」に関連す
る遺伝的能力を高めることで、宮崎牛の高品質安定生産によるブラ
ンド力の強化を図る。

3,000

37
次世代の畜産を守

る家畜防疫対策事業
家 畜 防 疫
対 策 課

43,599

　家畜防疫の強化対策として、農場における巡回指導及び防疫資材
導入支援により農場防疫レベルの高位平準化に取り組むとともに、
「農場基礎情報の整備」「畜産を守る人材の育成」をすすめ、県内
全域における家畜防疫レベルの向上を図る。

43,344

38
畜産の基盤を支え

る獣医師の安定確保
推進事業

家 畜 防 疫
対 策 課

17,412

　平成２２年の口蹄疫発生を受けて始まった全戸巡回指導や農家の
大規模化に対応した防疫体制の整備、慢性疾病に対する衛生検査業
務の増加など、役割が増大する家畜保健所獣医師の人材確保対策の
強化を図る。

16,612



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

39
「人づくり」によ

るウイルス感染症対
策強化推進事業

家 畜 防 疫
対 策 課

4,091

　若手職員が増加している家畜保健衛生所の『人づくり』を含めた
機能向上により全国トップレベルの防疫体制を維持し、口蹄疫や高
病原性鳥インフルエンザなどのウイルス感染症への対応力を強化し
た家畜防疫を推進する。

4,091

40
鳥インフルエンザ

対策の効果「視える
化」事業

家 畜 防 疫
対 策 課

4,997

　鳥インフルエンザに対する高い農場防疫体制を維持するため、宮
崎大学と連携し、立地条件等の異なる鶏舎周囲の小型野生動物の侵
入実態把握や、カプサイシン含有資材等を用いた新たな侵入防止対
策の効果検証を行い、立地条件等に対応した効果的・効率的な防疫
対策を検証する。

4,997



部局名：県土整備部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
「美しい宮崎の

道」愛護活動推進事
業

道路保全課 11,000

地域の企業・団体自らが道路緑地帯等の維持管理を行うアダプト制
度の導入や地域住民等が行う道路清掃・草刈りなどの美化活動の支
援により、官民協働による道路環境保全活動の推進、道路愛護意識
の普及啓発及び地域の活性化を図る。

8,979

2
「備えよう！助か

る命守るため」土砂
災害防止啓発事業

砂防課 3,240
県民が土砂災害に対して早期の避難行動をとれるよう、土砂災害防
止講座や土砂災害防止教室などの各種広報・啓発活動を行い、警戒
避難体制の整備を促進する。

2,427

3
油津港利用環境支

援事業
港湾課 11,303

地元発生貨物の油津港利用や大型客船の誘致活動等を促進するた
め、タグボート回航経費の１／２を日南市とともに補助する。

10,230

4
美しい宮崎づくり

推進事業
都市計画課 26,811

美しい宮崎づくり推進条例に基づき、各種施策を総合的かつ計画的
に推進するため、県民、事業者に対する普及啓発及び人材育成を行
うとともに、県民、事業者が取り組む景観形成活動への支援を市町
村とともに行うことにより、官民協働による美しい宮崎づくりを推
進する。

20,231

5
被災建築物・宅地

応急危険度判定体制
整備事業

建築住宅課 3,005
大規模な地震で被災した建築物及び宅地における応急危険度判定の
実施体制を確保することにより、余震等による建築物の倒壊や、宅
地の崩壊などの二次災害から県民等の生命や身体を保護する。

2,414



部局名：教育委員会
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
子どもの学びを支

える学力向上推進事
業

学校政策課 16,154

県と市町村が一体となって学力向上の更なる推進や学力に係る確実
な実態把握と分析を行うとともに、新学習指導要領の全面実施（小
学校 Ｈ３２・中学校 Ｈ３３）に向けた円滑な取組ができる支援・
指導体制の整備を図る。

13,070

2
宮崎の教育グロー

バル化推進事業
学校政策課 3,353

急速な社会のグローバル化や競争の激化に対応しながら、本県の課
題を解決し、希望と活力ある未来づくりを目指すグローカル人材を
育成するために、生徒や学校のグローバル意識を高めたり、生徒が
県内外で「世界」に触れる機会を作るなど、本県教育のグローバル
化を推進する。

3,044

3
英語教育改革に対

応できる指導者育成
事業

学校政策課 3,587

平成３２年度から始まる小学校中学年の外国語活動、小学校高学年
における外国語教育の教科化及び大学入試共通テストの評価の新た
な方針に対応するため、教員の資質向上や小中高の学校連携を重視
し、英語の専門性を高め、自信を持って授業改善に取り組む指導者
を育成する。

2,855

4

宮崎の豊かな未来
（あした）をつくる
芸術教育総合支援事
業

学校政策課 2,270

本県の子どもたちが郷土宮崎の豊かな芸術文化資源を「知る」「育
む」「つなげる」ことができるよう、指導者の実技力向上を図り、
事業実践法を研究・開発するなど、芸術文化教育の総合的な支援を
行う。

2,122

5
みやざきの子ども

を守るネットトラブ
ル対策事業

学校政策課 1,583

学校だけでは対応しきれないコンピュータや携帯電話、スマート
フォンなどによるネット上の諸問題に対して、外部専門家の活用を
図りながら未然防止・早期発見・早期対応の対策を講じ、問題解決
と情報モラルの向上を図る。

1,583

6
「支援をつなぐ」

特別支援教育エリア
サポート事業

特別支援教
育室

4,424

発達障がいを含むすべての障がいのある子どもの多様な学びに対応
するため、県内のどの地域においても、特性に応じた質の高い指
導・支援を一貫して受けられるように本県が独自に構築した体制の
もと、学校全体が組織として課題解決に取り組むことにより、地域
に根ざした教育資源としての支援体制の定着を目指す。

4,064

7
みやざき心のバリ

アフリー推進事業
特別支援教
育室

5,822

障がいのある児童生徒等と障がいのない児童生徒等が一緒に文化・
芸術・スポーツ活動を通じた交流及び共同学習を実施するととも
に、その取組を広く紹介することなどにより障がいへの理解（心の
バリアフリー）を広げながら、個性や多様性を尊重する共生社会を
目指した人づくりの推進を図る。

5,220

8
高等学校における

「通級による指導」
体制構築事業

特別支援教
育室

3,016
高等学校に在籍する障がいのある生徒への教育的ニーズに応じた適
切な指導及び必要な支援を充実するため、拠点となる高等学校にお
ける「通級による指導」体制の構築を図る。

3,016

9
みやざき地域学校

パートナーシップ推
進事業

生涯学習課 58,705

地域社会や家庭における教育力低下に対応するため、学校、地域、
家庭が相互に連携・協働し、学校を核とした地域力強化のための体
制整備やそれらの取組を担う人材育成等を一体的に行うことで、県
民総ぐるみによる教育の推進を図る。

47,802

10
「本で世代をつな

ぐ」読書活動推進事
業

生涯学習課 509

読書離れの傾向が見られる中・高校生を中心とした各世代を対象
に、県民と協働し、本の魅力に触れ、生きる力や想像力を育む機会
を提供することにより、読書への興味を深め、生涯にわたる継続的
な読書活動につなげる。また、本の新しい読み方や楽しみ方を市町
村立図書館等へ提案することにより、県民全体の継続的な読書振興
と「日本一の読書県」に資する。

509

11
みやざきの次代を

担う少年競技力育成
事業

スポーツ振
興課

43,381
高校生スポーツの競技力向上に向けた取組を重点的に支援するとと
もに、次代を担う小・中学生の段階に応じた競技力の育成を図る。

41,670

12
国体選手サポート

強化事業
スポーツ振
興課

8,900
国体等で活躍できる本県選手が安心して競技に打ち込めるよう、メ
ディカル、メンタル面からのサポートをはじめ、有望選手の県内定
着に向け環境を整備する。

7,550

13

スポーツで人が輝
く元気な宮崎に！ス
ポーツ習慣化促進事
業

スポーツ振
興課

8,016

県民が生涯にわたって心身ともに健康で文化的な生活を営む上で必
要なスポーツの習慣化を目指し、行政、総合型地域スポーツクラ
ブ、スポーツ推進委員がそれぞれの立場・役割に応じて、１１３０
県民運動（１週間に１回以上、３０分以上の運動・スポーツ）を推
進する。

5,136

14 国体選手強化事業
スポーツ振
興課

29,062
国体天皇杯順位３０位台を安定的に確保するため、中学生、高校
生、大学・社会人の競技力を系統的かつ競技別に強化する。

29,062

15
ひなた文化資源発

信事業（文化財で輝く
ふるさとづくり）

文化財課 2,374

「ひなた文化資源創出事業」で取り組んだ文化財保存及び活用に向
けた市町村等との連携体制を継続し、「日本遺産」認定を目指す。
また、地域に埋もれた文化資源について、文化財保護法に基づいた
指定・登録による保護や、情報発信を強化することで、文化財を活
用した地域振興を推進する。

2,090



（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

16
神楽のユネスコ無

形文化遺産！県民応
援事業

文化財課 12,819

神楽のユネスコ無形文化遺産登録を目指して、調査研究や映像記
録、情報発信を行うとともに、県外の国指定神楽保存団体との連携
を進める。また、神楽公演や県民講座を開催し、県民が神楽を応援
するための気運の醸成を図る。さらに、県内の民俗芸能の保存・継
承のため、体験事業や継承者の育成・支援を行う。

10,282

17
世界遺産を目指し

て！みやざきの古墳
魅力向上事業

文化財課 4,583

平成２７年度から実施してきた世界遺産調査研究事業を基に、古墳
群の歴史的景観や墓制の独自性を評価する取組を進める。また、世
界文化遺産登録に向けての取組や宮崎の古墳群への理解を広く県民
に深めるため、調査研究に加え、普及啓発活動を新たに実施する。

4,221

18
博物館がやってく

る！文化財活用推進
事業

文化財課 3,607
総合博物館、埋蔵文化財センターが展示資料の開発や展示環境の整
備を行い、県民が本県の自然や歴史に親しみ、学ぶ機会の提供を行
う。

2,987

19
かけがえのない

「いのち」を大切に
する教育推進事業

人権同和教
育室

2,717

これまで各学校や関係機関が行ってきた「いのち」を大切にする教
育について、相互の連携を更に深め、活動の広がりがある取組とし
て拡充し、自分や他者のかけがえのない「いのち」を大切にする子
どもの育成を図る。

2,250



部局名：警察本部
（単位:千円）

事　業　名 課　名 予算要求額 事　業　概　要 予算計上額

1
職員宿舎の長寿命

化推進事業
警察本部 5,941

公共施設等総合管理計画の個別施設計画の策定に向け、老朽化が進
んでいる職員宿舎の長寿命化を検討するため、耐震診断等を実施す
る。

1,449

2
人身安全関連事案

管理システム構築事
業

警察本部 9,634
ストーカー・ＤＶ等の恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案な
ど、人身の安全を早急に確保する必要のある事案に迅速・的確に対
処するためのシステムを構築する。

9,634

3
取調べの録音・録

画装置整備事業
警察本部 23,164

裁判員裁判対象事件等において、取調べの全過程を録音・録画する
ことが義務付けられることから、全警察署に録音・録画装置を増設
整備する。

23,164

4
科学捜査力維持の

ための鑑定機器整備
事業

警察本部 11,402
ＤＮＡ型鑑定や毒薬物分析に必要な鑑定機器を更新整備し、迅速な
捜査支援による早期の事件解決を図る。

11,402

5
可搬式速度違反自

動取締装置整備事業
警察本部 10,800

交通事故実態に即した速度違反取締りを実施するため、可搬式速度
違反自動取締装置を整備して、走行速度の抑制を図り、重大交通事
故を防止する。

10,800

6

自動車運転免許試
験場四輪技能試験
コースの長寿命化事
業

警察本部 12,891
開設から５０年が経過し、老朽化が進んでいる試験コースを改修す
ることにより、同施設の長寿命化を図る。

1,863


